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１ 庶務事項 

 

ア．理事会の開催 

回数 開催年月日 開催場所 議  案  等 

第 1 回 2025 年 

5月 20日(火) 
財団会議室 （議案） 

1. 2024 年度事業報告及び決算 

2. 評議員会の招集 

（報告事項） 

1. 2024 年度資産管理計画と実

績 
2. 理事長、専務理事及び常務

理事の職務の状況報告 
 

第 2回 

（決議の省

略の方法に

よる） 

2025 年 

11 月 19 日

(水) 

 （議案） 

1. 会計規程の一部改正 

2. 差入担保の変更について 

3. 決議の省略の方法による評

議員会の開催 

 

第 3 回 

（決議の省

略の方法に

よる） 

2026 年 

2月 25日(水) 

 （議案） 

1. 2025 年度事業計画及び収支

予算の変更 

2. 評議員会招集の件 

（報告事項） 

1. 2025 年度資産管理計画の変

更 

第 4回 

 

 

2026 年 

3月 11日(水) 

 

財団会議室 

 

（議案） 

1. 2026 年度事業計画、資金計

画及び収支予算並びに資産

管理計画 

2. 諸規程の改正及び制定 

3. 公益充実資金の積立て 

4. 評議員会へ提出する役員候

補者選考委員の候補者 

5. 会計監査人の報酬 

（報告事項） 

1. 理事長、専務理事及び常務

理事の職務の状況報告 
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イ．評議員会の開催 

回数 開催年月日 開催場所 議  案  等 

第 1 回 2025 年 

6月 16日(月) 

財団会議室 （議案） 

1. 2024 年度事業報告及び決算

の報告 

 

第 2 回 

（決議の省

略の方法に

よる） 

2025 年 

11 月 27 日

(木) 

 （議案） 

1. 差入担保の変更について 

 

第 3 回 2026 年 

3月 12日(木) 

財団会議室 （議案） 

1. 2025 年度事業計画及び収支

予算の変更 

2. 2026 年度事業計画、資金計

画及び収支予算 

3. 役員候補者選考委員会委員

の選任 

4. 2026 年度役員報酬の額 

 

 

ウ．法人の運営体制の充実を図るための取組 

代表理事及び業務執行理事を除く理事 3 名全員を大学教授や水産関係団体役

員等の外部有識者から選任している。専門的知見に基づく助言・監督を受ける

ことで、意思決定の客観性と透明性を確保している。また、監事 2 名について

も業務執行から独立した外部の漁業関係団体役員等を選任し、適正な職務執行

を監督する体制を構築している。 

さらに、事業の効果的な実施を確保するため、OECD 開発援助委員会（DAC）

の評価項目を参考にした「評価 6 項目」に基づき、事業終了時に定性的・定量

的な評価報告書を作成している。 

加えて、外部の学識経験者等で構成する「有識者評価委員会」による客観的

評価を実施しており、評価結果をその後の事業運営に反映させることで、事業

運営の透明性と実効性を高めている。これらの評価報告・結果については、同

委員会による確認後、ホームページを通じて公表し、広く社会に対する説明責

任を果たしている。評価結果を踏まえた改善事項については次年度以降の事業

計画に反映させるなど、持続的な業務改善の推進に努めている。 
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も業務執行から独立した外部の漁業関係団体役員等を選任し、適正な職務執行

を監督する体制を構築している。 
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の評価項目を参考にした「評価 6 項目」に基づき、事業終了時に定性的・定量

的な評価報告書を作成している。 

加えて、外部の学識経験者等で構成する「有識者評価委員会」による客観的

評価を実施しており、評価結果をその後の事業運営に反映させることで、事業

運営の透明性と実効性を高めている。これらの評価報告・結果については、同
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計画に反映させるなど、持続的な業務改善の推進に努めている。 

 

 

 

 

エ．寄附・賛助会員の募集 

 当財団事業の一層の充実を図り我が国への水産物の安定供給に貢献していく

ため、公益財団法人への移行を契機に、広く国民に財団事業への理解と支援を

求めることとし、寄附・賛助会員制度を設け、前年に引き続きホームページへ

の掲載及び関係先への郵送により寄附・賛助会員の募集を行った。 

 ご賛同いただいた延べ 44の個人・法人からの賛助会費は総額 1,230 千円に達

し、その全額を公益目的事業（海外漁業協力事業）に充当した。 

また、法人からの寄附金（総額11,282千円）についても、その全額を公益目

的事業（国際会議参加支援）に充当した。 
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２ 事業の概要 

〈我が国海外漁業を取り巻く情勢〉 

 

２－１ 一般情勢 

2024 年の世界の漁業生産量のうち漁獲量は前年対比 1.5％増の 9,323 万ト

ン（2023 年：9,181 万トン）となった。養殖生産量は拡大を続け、前年対比

3.8％増の 1 億 4,161 万トン（2023 年：1 億 3,649 万トン）に達し、引き続き

漁業生産量を上回った。この結果、全生産量では前年対比 2.9％増の 2 億

3,484 万トン（2023 年：2億 2,830 万トン）を記録した。 

一方、我が国の 2024 年における漁業生産量（内水面含む）は、前年対比

4.5％減の 284.7 万トン（2023 年：298.2 万トン）、養殖生産量（内水面含む）

は前年対比9.1％減の80.2万トン（2023年：88.2万トン）となった。この結

果、漁業・養殖業全体の生産量は 364.9 万トンとなり、国別生産量では 12 位

となり、2023年の11位から後退した。このうち遠洋漁業の生産量は前年対比

13.7％増の 28.9 万トン（2023 年：25.4 万トン）となり、海面漁業生産量

278.6 万トンに占める割合は 10.4％となった。また、2024 年の水産物輸入量

は、前年度と変わらず 216 万トンとなり、水産物輸出量は、45 万トン（2023

年：48 万トン）と前年に比べ 6.3％減少した。 

このような状況の中、海外漁場の確保と水産物の安定供給は引き続き重要

な課題となっている。 
 

２－２ 外国 200 海里内における操業 

外国 200 海里水域内での操業については、入漁料の引き上げ要求、燃料・

資材の高騰、乗組員不足など操業環境は厳しいものとなっているが、2025 年

時点で政府間協定締結国 12 か国 14 件、民間協定締結国 21 か国 21 件の合計

35 件の二国間漁業協定が締結されており、我が国水産庁及び関係業界による

海外漁場確保のための粘り強い交渉が継続されている。 
 

（１）二国間協定に基づく操業 
二国間協定に基づくものの多くは、かつお･まぐろ漁業に関するものであ

る。その中でも、我が国にとって極めて重要な漁場である太平洋島嶼国水

域では、2025 年 12月時点で、政府間協定に基づきソロモン諸島、ツバル及

びマーシャル諸島共和国の 3 か国、民間協定に基づきミクロネシア連邦、

ナウル共和国、パプアニューギニア独立国、パラオ共和国及びフィジー共

和国の5か国、合計8か国との間に我が国漁船が入漁可能な枠組みがある。 
 

アフリカ諸国沖合水域では、2025 年 12月時点で、政府間協定に基づきセ

ネガル共和国、モロッコ王国の 2 か国、民間協定に基づきカーボベルデ共

和国、ガボン共和国、ガンビア共和国、ギニア共和国、ギニアビサウ共和
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二国間協定に基づくものの多くは、かつお･まぐろ漁業に関するものであ

る。その中でも、我が国にとって極めて重要な漁場である太平洋島嶼国水

域では、2025 年 12月時点で、政府間協定に基づきソロモン諸島、ツバル及
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国、コートジボワール共和国、サントメ･プリンシペ共和国、シエラレオネ

共和国、赤道ギニア共和国、セーシェル共和国、タンザニア連合共和国、

マダガスカル共和国、モザンビーク共和国、モーリシャス共和国、モーリ

タニア・イスラム共和国の 15 か国、合計 17 か国との間に我が国漁船が入

漁可能な枠組みがある。 
 

ロシア連邦との漁業関係については、3つの政府間協定があり、我が国漁

船の操業継続に向けた協議が行われている。 

1984 年 12月に｢日ソ地先沖合漁業協定｣が締結され、日ソ双方による相手

国 200 海里水域内における操業が可能となり、我が国漁船は、サンマ・マ

ダラ・イカ等を対象としている。2025 年 11 月から 12 月にかけてウエブ形

式で行われた「日ロ漁業委員会第 42 回会議」では、2026 年の日ロ双方の

200海里水域における相互の漁船の操業条件等について合意に至らず、前年

に続き 2年連続で越年となった。 

1985 年 5 月には｢日ソ漁業協力協定｣が締結され、ロシア河川を起源とす

る遡河性魚種(サケ・マス)を対象とする我が国漁船の操業が可能となって

いる。2026 年 3月 17～19 日に「日ロサケ・マス漁業交渉」（日ロ漁業合同

委員会第 42回会議）がオンライン開催され、2026 年の日本 200 海里水域に

おける我が国漁船によるロシア系さけ・ますの操業条件等について妥結し

た。総漁獲量は前年と同じ 2,050 トンを維持した。他方、2026 年における

ロシア水域での日本船の操業については、2016 年以降実施してきた試験操

業の結果が芳しくないことから、交渉は実施されていない。 

また、1998 年 2月に締結された｢北方四島周辺水域における日本漁船の操

業枠組み協定｣により、北方四島周辺水域にいて我が国漁船が安全に操業で

きる枠組みが合意されているが、2023 年分の操業に係る協議からロシア連

邦側が応じていない状況が続いている。 

以上の他、民間協定として 1963 年 6 月に「日ロ貝殻島昆布採取協定（正

式名称：「日本漁民による昆布採取に関する北海道水産会とソヴィエト社

会主義共和国連邦漁業省との間の協定」）」が締結されている。 

 

アジア地域においては、中国との間で1997年11月に「新日中漁業協定」

が締結（2000 年 6 月発効）された。しかしながら、両国の意見の隔たりが

残ることから、2017 年以降協議を継続しているものの、相互入漁はおこな

われていない。韓国との間では、1998 年 11月に「新日韓漁業協定」が締結

（1999 年 1 月発効）された。日韓漁業共同委員会では、2016 年 6 月に開催

された第 17 回日韓漁業共同委員会において 2016 年漁期の相互入漁条件等

が妥結にいたらず、同年 7 月以降、相互入漁は行われていない状態が続い

ている。 
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（２）海外漁業合弁による操業 
我が国漁業者の直接投資による海外漁業合弁事業は、我が国への水産物

の安定供給の一翼を担うものである。 
海外漁業合弁事業は、水産資源問題、市況及び為替の変動等の他、相手

国経済・社会情勢の影響を受けやすく、安定的な経営の継続が容易ではな

い。したがって、漁業合弁で海外進出する場合には、現地の投資環境、経

済・社会情勢、資源の状況及び国内外の市況を充分に把握し、長期的な視

野に立って慎重に執り進めることが必要となる。また、海外漁業合弁事業

は、相手国にとって、水産技術及び経営ノウハウの導入、外貨の獲得、雇

用機会の創出等への貢献が大きく、自国漁業の発展及び地場産業振興のた

めの有力な方策として、関係沿岸国から期待されている。 

財団は、我が国漁業者を通じ、これまで多数の海外漁業合弁法人等の設

備投資等に対する融資を行い水産物の安定供給に貢献してきている。2023

年におけるこれら現地合弁法人等の水産物の売上数量を可能な範囲で調査

したところ、概数ではあるが約 69 万トンであり、これに我が国遠洋漁業の

生産量約 29 万トンを加えれば、我が国排他的経済水域以外の水域における

海外漁業の重要性は、我が国への水産物供給という観点から依然として高

いと考えられる。 
 

（３）用船方式等による入漁 

関係沿岸国の現地法人への漁船の貸渡方式(用船方式)により、我が国ま

ぐろ漁船が南アフリカ水域で操業を行っている。 
 

２－３ 国際機関における動き 

公海における操業については、国連が公海漁業を管理する各種の協定や決

議を採択するとともに、高度回遊性魚種やストラドリング魚種については、

地域毎に国際機関が設けられ、それらの枠組みの中で資源の保存管理措置が

定められている。これらの措置の多くは、資源の持続的利用及び海洋生態系

保護の視点から導入されたものである。 

 
２－３－１ 底魚等を対象とした国際機関における動き 

トロール漁業による公海操業は、天皇海山においてクサカリツボダイ、キ

ンメダイ等の操業が行われている他、CCAMLR（南極海洋生物資源保存委員

会）、SEAFO（南東大西洋漁業機関）及び SIOFA（南インド洋漁業協定）の管

轄する公海水域においては、メロ、オキアミ、キンメダイ、アフリカオオエ

ンコウガニ（マルズワイガニ）などを対象とする操業が行われている。 
天皇海山水域での操業を含む北太平洋の公海域操業（まぐろ類を対象とす

るものを除く。）については、北太平洋の公海における海洋生態系を保護し

つつ漁業資源の長期的な保存及び持続可能な利用を確保することを目的とし
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て、北太平洋漁業委員会（NPFC）が設立され、我が国は 2012 年 7 月に受諾書

を寄託し、事務局が東京に設置された。 
 

２－３－２ マグロ類を対象とした国際機関における動き 

（１）中西部太平洋まぐろ類委員会（WCPFC） 

2025 年 12 月にマニラ（フィリピン共和国）において第 22 回年次会合が

開催され、2026 年以降の措置として、以下について合意された。 

ア 南太平洋ビンナガについて、新たな管理方式が合意され、同管理方式

に基づく総漁獲可能量（TAC）の配分等のルールの策定に向けて議論を進

めていくことが確認された。 

 

イ カツオについて、管理方式の実施状況の検証が行われ、資源は管理目

標付近にあることが確認されるとともに、同管理方式に基づく漁獲水準の

計算を 2027 年に実施することが合意された。 

 

ウ 太平洋クロマグロについては、増枠についての議論は行われず、本年

７月の北小委員会における管理方式の策定等に関する議論の進捗状況が報

告された。 

 

エ 次回会合は 2026 年 11 月 30 日から 12 月 4 日に開催（場所未定） 

 

（２）ナウル協定加盟国（PNA） 

PNA の 8 か国は、FFA（太平洋諸島フォーラム漁業機関）加盟国の中でも

特に広大で良好なかつお・まぐろ漁場を有しており、近年、自国 EEZ 内に

生息する漁業資源からより大きな利益を得ようとする動きが活発になって

いる。2010 年 4 月に PNA 事務局がマジュロ（マーシャル諸島共和国）に開

設された。 

2010 年 2 月には、第 1 回 PNA 首脳会合がコロール（パラオ共和国）で開

催され、同年 11 月には漁船の漁獲能力を「隻数」ではなく「漁船が漁場で

操業する日数（VD）」で管理する隻日数制度（VDS）の導入を決定するとと

もに、PNA加盟国の排他的経済水域で囲まれる公海での操業禁止を決定する

など、大きな影響力を持つようになってきた。PNA による VDS（隻日数制度）

の総日数（TAE: Total Allowable Effort）は、45,033 日と設定されており、

このうち、PNA加盟国のTAEは44,033日、トケラウのTAEは1,000日となっ

ている。 

 VDSは、はえ縄漁業についても導入が進んでおり、単価の高騰による漁業

者の負担は年々増大している。 
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（３）みなみまぐろ保存委員会（CCSBT） 

2025 年 10 月にバリ島（インドネシア共和国）において第 32 回年次会合

が開催された。結果概要は以下のとおり。 

 

ア ミナミマグロの総漁獲可能量（TAC） 

科学委員会からの勧告に従い、2026年について、現在のTACである 2万

647 トンを維持することで合意された。 

 

イ ミナミマグロの国別配分 

2026 年漁期について、現行のまま維持することで合意された。日本の

漁獲枠は年間 7,295 トン。ここからインドネシア共和国に 21 トン、南ア

フリカ共和国に 27 トンが毎年移譲される。 

 

ウ 次回年次会合 

2026 年 10 月にブリュッセル（ベルギー王国）で開催予定。 

 

（４）インド洋まぐろ類委員会（IOTC） 

2025 年 4 月に第 29 回年次会合がレユニオン（フランス領）で開催され

た。結果概要は以下のとおり。 

 

ア メバチの資源管理措置 

国別漁獲上限が合意され、我が国は、2026 年～2028 年において、昨年

決定された通り 4,237 トン／年に制限されることとなった。 

 

イ キハダの資源管理措置 

国別漁獲上限の改訂は合意されず、現行の措置を継続することとなった。

すなわち、2021 年の年次会合で合意された措置を継続し、わが国のキハ

ダの漁獲上限は、引き続き、2017～2019年の最大漁獲量である4,003トン

となる。 

 

ウ その他 

メバチ及びキハダの資源管理が不十分であること等を踏まえ、各国に

漁獲能力の削減を求める勧告が合意された。 
 

エ 次回会合 

2026 年 5 月にモルディブで開催予定。 

 

（５）全米熱帯まぐろ類委員会（IATTC） 

2025 年 9 月にパナマシティ（パナマ共和国）で第 103 回年次会合が開催
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2025 年 9 月にパナマシティ（パナマ共和国）で第 103 回年次会合が開催

 

された。結果概要は以下のとおり。 

 

ア 熱帯まぐろ（メバチ・キハダ・カツオ）の資源管理措置 

まき網漁業について、漁船毎の漁獲量モニタリングの実施等によりメバ

チ漁獲量が管理されていることなどを踏まえ、禁漁期間の短縮などが合意

された。なお、IATTC 水域でのわが国漁船の操業ははえ縄漁業のみであり、

まき網漁業の操業はない。 

 

イ 太平洋クロマグロの資源管理措置 

7 月に開催された WCPFC 北小委員会・IATTC 合同作業部会の結果が報告

され、養殖業を含む監視取締措置や漁獲証明制度を含む新たな管理方式の

策定に向けて、関係国間で引き続き協議することが確認された。 

 

ウ （参考）我が国はえ縄漁船のメバチ漁獲枠 

2025 年以降、年間 32,372 トンが維持され、この措置は科学的な検討に

基づき最大 2028 年まで延長される。 

 

エ 次回会合 

2026 年 8 月末から 9月初旬にかけて開催予定（場所未定）。 

 

（６）大西洋まぐろ類保存国際委員会（ICCAT） 

第 29 回通常会合（年次会合）が 2025 年 11 月にセビリア（スペイン王国）

で開催された。結果概要は以下のとおり。 

 

ア 大西洋クロマグロ漁獲可能量（TAC）及び国別割当 

2026 年から 2028 年までの TAC 及び国別割当について合意され、TAC は

51,484.6t(前年比+8,188.6t)、日本の割当は 4,321.8t(同+543.28t)と

なった。 

 

イ 次回会合 

2026 年 11 月にポルトガル共和国で開催予定。 

 

２－３－３ その他の国際機関における動き 

（１）絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に関する条約（CITES） 

2025 年 11 月にサマルカンド（ウズベキスタン共和国）で第 20 回締約国

会議が開催された。EU によるウナギ属全種の付属書Ⅱへの掲載提案が否決

された。 

次回締約国会議は、2028 年中にパナマ共和国で開催予定である。 
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（２）国際捕鯨委員会（IWC） 

2024 年 9 月にリマ（ペルー共和国）ので開催された第 69 回年次総会で

は、我が国は 2022 年に開催された第 68 回年次総会同様にオブザーバーと

して参加した。アルゼンチン共和国をはじめとする中南米諸国等から提案

されていた、南大西洋全体を鯨類のサンクチュアリー(捕獲禁止区域)とす

る条約附表改正案（前回定足数に足りずに否決された）についての投票が

行われた。投票の結果、賛成 40、反対 14、棄権 3 で可決に必要な 4 分の 3

に届かず否決された。持続利用派が 1 か国でも欠けると、本提案が採択と

なってしまっていたほど僅差での決着となった。 

また、EU 諸国は、商業捕鯨活動の責任に関する決議案を提出し、賛成 37、

反対 12、棄権 8 で過半数を得て採択された。この決議案は、「国連海洋法

条約に基づき、非加盟国にも商業捕鯨の活動について報告を求める」との

内容で、日本の商業捕鯨を念頭に置いているとみられるが、法的拘束力を

もつものではない。 

他方、持続利用支持諸国が提案していた、食糧安保に関する決議案及び

商業捕鯨再開に向けた手順を定める決議案については、提案者は、今後次

回総会に向けさらに関係国と協議を進めることとして、今次総会では採決

を求めなかった。 

我が国は、オブザーバーという立場ながら、今後も国際機関と連携しつ

つ、科学的知見に基づく鯨類の資源管理に貢献していくこととしている。 

次回年次総会は、2026 年 9 月にホバート（オーストラリア連邦）で開催

される予定である。 

 

（３）国連公海等生物多様性協定（BBNJ 協定） 

公海及び深海底における海洋生物多様性の保全及び持続可能な利用のた

めの国際的なルールを定める BBNJ 協定は、2023 年 6 月 19 日、ニューヨー

クの国連本部で採択された。 

日本は 2025 年 5 月の国会で同協定の締結について承認し、同年 12 月 12

日に国連事務総長へ加入書を寄託した。 

同協定は 2026 年 1 月 17 日に正式発効し、2027 年 1 月に予定されている

初の締約国会議に向けた準備が進められている。  
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〈財団の海外漁業協力事業〉 

このように年々厳しさを増す国際漁業環境に対応して、我が国海外漁場の維

持･確保を図るため、当財団は、2025 年度においては国際漁業振興協力事業費

補助金及び水産関係民間団体事業補助金を受けるとともに、科学オブザーバー

調査分析事業を受託し、海外漁場確保と海外漁業協力とを一体的に推進すると

の国の施策に基づき、水産庁の指導及び関係団体等の協力を得て、次の各事業

を実施した。 

 

１．技術協力 

（１）関係沿岸国の漁業振興 

１）水産関連施設機能回復推進事業 

２）水産技術普及推進事業 

３）国際資源管理対策推進事業 

４）課題別研修事業 

５）カーボンニュートラル技術等支援事業 

６）水産物有効利用開発事業 

７）漁場確保対策事業 

８）漁業振興協力支援事業 

９）持続的海洋水産資源利用体制確立事業 

１０）科学オブザーバー調査分析事業 

１１）太平洋島嶼国持続的漁業推進緊急支援事業 

（２）海外漁業交流の促進 

１）漁業協力協議会開催 

２）要人招請 

３）漁業取極交渉の支援 

２．海外漁業協力事業資金の貸付け 

 

  

 

２－４ 技術協力 

（１）関係沿岸国の漁業振興 
１）水産関連施設機能回復推進事業 
ア. 地域巡回・拠点機能回復等推進事業（太平洋地域） 

太平洋島嶼国の関係沿岸国の水産業振興に資するため、水産関連施

設の修理・修復等の分野に精通した専門家の派遣、資機材の供与を伴

う水産関連施設の修理・修復及びメンテナンスに関する技術移転、漁

民組織等の活性化を図るための助言等を、太平洋地域のミクロネシア

連邦、パラオ共和国、マーシャル諸島共和国、ソロモン諸島、ナウル

共和国、ツバル、フィジー共和国及びパプアニューギニア独立国の8か
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国において実施した。 
 

イ. 地域巡回・拠点機能回復等推進事業（アジア、アフリカ、中南米地域） 
関係沿岸国の水産業振興に資するため、専門家を派遣して水産関連

施設の修理･修復及び施設のメンテナンス並びに施設の運営管理に関す

る技術移転をモザンビーク共和国において実施した。 
 

２）水産技術普及推進事業 
関係沿岸国の水産振興に資するため、沿岸漁業振興、資源管理、増養

殖等の協力に関する専門家の派遣及び必要な技術指導等を、パプア

ニューギニア独立国、パラオ共和国及びモーリタニア・イスラム共和国

の 3か国において実施した。 
 

３）国際資源管理対策推進事業 
太平洋諸島フォーラム漁業機関（FFA）及び FFA 加盟途上国に対してま

ぐろ産業の振興等に係る助言を行った。 

また、インド洋まぐろ類委員会（IOTC）からの要請に基づき、まぐろ

類漁業統計の精度向上と人材育成に資するため、魚種判別を支援する WEB

媒体（アプリ、YouTube 動画、ウェブサイト）の開発を行い、第 15 回沿

岸性まぐろ作業部会や第 21 回データ収集・統計作業部会にて加盟国への

発表を行った。また、インド洋沿岸国で使用される各言語に対応する魚

種判別カードの翻訳校正作業を完了し（15 言語中 12 言語（英語、仏語、

葡語除く））、同カードを各対象国に配布した。 

 
４）課題別研修事業 

我が国の民間ベースによる海外漁業協力事業の効果的な推進を図るた

め、関係沿岸国政府又は関係団体からの推薦を得て、①漁船員養成（乗

船）コース及び②水産指導者養成（資源管理）コースに延べ 11 か国から

17 名の研修生を受け入れ、水産技術に関する研修を実施した。 
 

５）カーボンニュートラル技術等支援事業 

マーシャル諸島共和国において、温室効果ガスの削減のため二酸化炭

素を隔離・固定するブルーカーボンに活用する海藻養殖の振興のため、

海ブドウの増殖試験を実施した。また、藻場の調査手法の技術指導を行

い、マジュロ環礁の一部の藻場における年間二酸化炭素貯蓄量を試算し

た。 

 

６）水産物有効利用開発事業 

 パプアニューギニア独立国にて、沿岸水産物を活用した保存可能な簡
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船）コース及び②水産指導者養成（資源管理）コースに延べ 11 か国から

17 名の研修生を受け入れ、水産技術に関する研修を実施した。 
 

５）カーボンニュートラル技術等支援事業 

マーシャル諸島共和国において、温室効果ガスの削減のため二酸化炭

素を隔離・固定するブルーカーボンに活用する海藻養殖の振興のため、
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い、マジュロ環礁の一部の藻場における年間二酸化炭素貯蓄量を試算し

た。 

 

６）水産物有効利用開発事業 

 パプアニューギニア独立国にて、沿岸水産物を活用した保存可能な簡

 

易加工品の開発および実証的な販路等の調査を実施した。現行の事業実

施覚書の最終年度である 2025 年度においては、マヌス州ロレンガウにお

いて現地中核人材に対し水産加工・衛生管理・販売に係る実践手法の移

転を行い、同人材主導での活動展開が可能となり、最終的な技術移転を

完了した。 

 

７）漁場確保対策事業 
協力可能性調査員派遣 
我が国中小漁業者等が行う海外漁業協力事業の円滑な推進を図るため、

中小漁業者団体等からの申請に基づき調査員を派遣し、事前に相手国の

実態を把握するなど、協力事業実施の可能性に関する調査又は協議を行

うものである。2025 年度はマーシャル諸島共和国に 3 名、パラオ共和国

に 1名の調査員を派遣した。 

 

８）漁業振興協力支援事業 
ア．個別研修生受入事業 

我が国の民間ベースによる海外漁業協力事業の効果的な推進を図る

ため、関係団体・企業からの推薦を得て、水産技術者養成（実習）

コースにより、関係 3か国 5名の研修生を受け入れ、水産加工等に関す

る技術研修を実施した。  

 

イ.専門家の登録 

海外において漁業協力事業に従事することを希望する水産関係技術

専門家が、2026 年 3 月 31 日時点で 78 名登録されている。 

 

ウ.新規専門家の確保 

登録専門家の中から、海外漁業協力事業の円滑な促進と財団の要請

に応え随時派遣が可能な専門家の要員として 2名を確保した。 

 

エ.専門家の派遣 
登録専門家のうち、海外漁業開発のための技術協力専門家として、

延べ 135 名を派遣し、技術指導を行った。 

 

オ.情報の収集及び提供 
関係諸国の漁業等に関する政策・動向等を把握するため、関係機関、

現地の新聞・出版物及び現地調査等により、各種の情報・資料を収集

するとともに、財団事業活動を紹介することを目的とし「海外漁業協

力」誌を 4回発刊し、ホームページに公開した。 
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カ.評価調査 

技術協力事業の効果的・効率的な実施に資するため、これら事業の

評価を行い、評価の結果を今後の技術協力事業の企画、立案等に

フィードバックした。評価の一環として行われる外部の有識者評価委

員による現地評価調査をパプアニューギニア独立国で実施した。 

 

９）持続的海洋水産資源利用体制確立事業 

マグロ類や鯨類等海洋水産資源の持続的利用に関する施策を所管する

政府機関等に対し、当該施策の形成促進または円滑な実施を目的として

エージェント（専門家又はアドバイザー）を派遣した。派遣されたエー

ジェントは、派遣先国政府等に対し、水産資源の持続的利用を図るため

に科学的な根拠に基づく適切な資源管理が行われるべきとの基本的な考

え方についての働きかけや行政施策に対する助言を行った。 

2025 年度はパラオ共和国、マーシャル諸島共和国、キリバス共和国、

ソロモン諸島、ナウル共和国、ツバル、パプアニューギニア独立国、

カーボベルデ共和国、モーリタニア・イスラム共和国、サントメ・プリ

ンシペ民主共和国及びモザンビーク共和国の 11 か国及びモロッコ王国に

事務所を置く大西洋沿岸アフリカ諸国漁業協力閣僚会議（ATLAFCO）で実

施した。また、エージェントを派遣している関係沿岸国の水産業開発・

振興に貢献するため、小口の機材供与をサントメ・プリンシペ共和国、

モーリタニア・イスラム共和国及びモザンビーク共和国の3か国において

実施した。 

 

１０）科学オブザーバー調査分析事業 

マグロ類等の資源の持続的な利用を確保するため、地域漁業管理機関

（RFMO）の決定に基づき、配乗計画の策定や適切な能力を有する科学オ

ブザーバーの育成、必要な安全確保措置等を講じた上で配乗の実施及び

科学オブザーバーが収集した漁獲対象魚種等のデータの管理及び分析等

を行った。 

2025 年度は、日本人を対象として、近海はえ縄漁船向けオブザーバー

講習会を大分で1回開催し、オブザーバーとして認定した。また、関係業

界を通じ、遠洋はえ縄オブザーバーを1名育成し、確保した。また、ジャ

カルタにて外国人向け講習会を対面により4回開催し、インドネシア人延

べ 73 名（遠洋はえ縄 53 名及び近海はえ縄 20 名）を育成した。 

遠洋はえ縄漁船に44名（日本人5名、インドネシア人39名）、近海は

え縄漁船に68名（日本人3名、インドネシア人65名）、海外まき網漁船

に2名（日本人）及び、近海まき網漁船に4名（日本人）の科学オブザー

バーを乗船させた。 

過年度の本事業における EM 試験実施で得られた知見を基に、Marine 
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に2名（日本人）及び、近海まき網漁船に4名（日本人）の科学オブザー

バーを乗船させた。 

過年度の本事業における EM 試験実施で得られた知見を基に、Marine 

 

Instruments 社及び Satlink 社製 EM 機器を用いた、ICCAT-EM ミニマム

スタンダードに合わせた設置及び回収したデータの解析からカバー率へ

の計上が可能かの検討を行った。また、データ回収後の体制を整えるた

め、4 名のアルバイトを雇用し、データを回収次第、解析できる体制を整

えた。映像の解析はデータを回収する次年本事業へ引き継ぐ。 

その他、新たに国内で調達可能な EM 機器を販売するメーカーを 2 社

（shellcatch 社とアクアサウンド社）発掘し、機種の特性や収集項目が

RFMO に合致しているかの確認を行った。 

また、遠洋トロールオブザーバーの講習会を開催し、計8名を対象に調

査に必要な専門知識と技術を指導した。 

 

１１）太平洋島嶼国持続的漁業推進緊急支援事業 
本事業実施対象国の選定にあたり、太平洋地域で我が国が入漁協定を

締結している8か国（ミクロネシア連邦、パラオ共和国、マーシャル諸島

共和国、ソロモン諸島、ナウル共和国、ツバル、フィジー共和国及びパ

プアニューギニア独立国、）について、関連団体等の意向を確認した上

で、実施対象国をパプアニューギニア独立国及びミクロネシア連邦の2か

国とした。 

上記2カ国の政府水産関連部門と協議し、パプアニューギニア独立国に

対し車両および漁具等の供与を実施した。ミクロネシア連邦には製氷機

等 2式を供与した。 

また、各国との入漁協議の結果を考慮し、パプアニューギニア独立国

とミクロネシア連邦の両政府と次年度の事業実施の可能性について協議

を行った。 

 

（２）海外漁業交流の促進 

１）漁業協力協議会開催 

2025 年 7 月に中西部太平洋まぐろ類委員会（WCPFC）北小委員会が我が

国の主催により開催された。例年、この機会を捉えて「日・FFA 漁業協力

協議会」を開催し、日本と FFA 諸国及びナウル協定（PNA）諸国との今後

の協力関係のあり方と方向性について協議していたが、2025 年度は実施

しなかった。 

   

２）要人招請 

我が国漁業の実情視察、関係機関との協議及び漁業者との交流等によ

り相互理解を深めるため、カーボベルデ共和国、ミクロネシア連邦、ド

ミニカ国及びソロモン諸島の 4ヵ国から計 9名を招請した。 

 

３）漁業取極交渉の支援 
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我が国海外漁場の確保と海外漁業協力を一体的に推進するため、職員

等をパプアニューギニア独立国及びフィリピン共和国に派遣し、漁業協

議及び交渉を支援した。 
 
２－５ 海外漁業協力事業資金の貸付け 

関係企業等から海外における漁業合弁事業に必要な設備資金及び関係沿岸

国における漁業開発振興に寄与する事業等に必要な資金に関する融資相談が

あった。これらのうち、財団の事業の目的及び「国際漁業振興協力事業費補

助金交付等要綱」の定めるところに従い、貸付けの対象として認められる案

件について、関係省庁との協議及び厳正な審査を行った結果、太平洋島嶼国

における我が国漁船の入漁に係る事業に必要な資金（アクセスフィー）等に

対して合計7件 2,805百万円の貸付決定を行い、前年度未交付分を含め2,699

百万円の資金交付を行った。  

 

Instruments 社及び Satlink 社製 EM 機器を用いた、ICCAT-EM ミニマム

スタンダードに合わせた設置及び回収したデータの解析からカバー率へ

の計上が可能かの検討を行った。また、データ回収後の体制を整えるた

め、4 名のアルバイトを雇用し、データを回収次第、解析できる体制を整

えた。映像の解析はデータを回収する次年本事業へ引き継ぐ。 

その他、新たに国内で調達可能な EM 機器を販売するメーカーを 2 社

（shellcatch 社とアクアサウンド社）発掘し、機種の特性や収集項目が

RFMO に合致しているかの確認を行った。 

また、遠洋トロールオブザーバーの講習会を開催し、計8名を対象に調

査に必要な専門知識と技術を指導した。 

 

１１）太平洋島嶼国持続的漁業推進緊急支援事業 
本事業実施対象国の選定にあたり、太平洋地域で我が国が入漁協定を

締結している8か国（ミクロネシア連邦、パラオ共和国、マーシャル諸島

共和国、ソロモン諸島、ナウル共和国、ツバル、フィジー共和国及びパ

プアニューギニア独立国、）について、関連団体等の意向を確認した上

で、実施対象国をパプアニューギニア独立国及びミクロネシア連邦の2か

国とした。 

上記2カ国の政府水産関連部門と協議し、パプアニューギニア独立国に

対し車両および漁具等の供与を実施した。ミクロネシア連邦には製氷機

等 2式を供与した。 

また、各国との入漁協議の結果を考慮し、パプアニューギニア独立国

とミクロネシア連邦の両政府と次年度の事業実施の可能性について協議

を行った。 

 

（２）海外漁業交流の促進 

１）漁業協力協議会開催 

2025 年 7 月に中西部太平洋まぐろ類委員会（WCPFC）北小委員会が我が

国の主催により開催された。例年、この機会を捉えて「日・FFA 漁業協力

協議会」を開催し、日本と FFA 諸国及びナウル協定（PNA）諸国との今後

の協力関係のあり方と方向性について協議していたが、2025 年度は実施

しなかった。 

   

２）要人招請 

我が国漁業の実情視察、関係機関との協議及び漁業者との交流等によ

り相互理解を深めるため、カーボベルデ共和国、ミクロネシア連邦、ド

ミニカ国及びソロモン諸島の 4ヵ国から計 9名を招請した。 

 

３）漁業取極交渉の支援 
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３ 事業報告の附属明細書 

2025 年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施

行規則」第 34 条第 3 項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重

要な事項」が存在しないので、公益財団法人海外漁業協力財団定款第 10 条 1

項（2）に規定する「事業報告の附属明細書」は作成しない。 
  

 

我が国海外漁場の確保と海外漁業協力を一体的に推進するため、職員

等をパプアニューギニア独立国及びフィリピン共和国に派遣し、漁業協

議及び交渉を支援した。 
 
２－５ 海外漁業協力事業資金の貸付け 

関係企業等から海外における漁業合弁事業に必要な設備資金及び関係沿岸

国における漁業開発振興に寄与する事業等に必要な資金に関する融資相談が

あった。これらのうち、財団の事業の目的及び「国際漁業振興協力事業費補

助金交付等要綱」の定めるところに従い、貸付けの対象として認められる案

件について、関係省庁との協議及び厳正な審査を行った結果、太平洋島嶼国

における我が国漁船の入漁に係る事業に必要な資金（アクセスフィー）等に

対して合計7件 2,805百万円の貸付決定を行い、前年度未交付分を含め2,699

百万円の資金交付を行った。  

 

Instruments 社及び Satlink 社製 EM 機器を用いた、ICCAT-EM ミニマム

スタンダードに合わせた設置及び回収したデータの解析からカバー率へ

の計上が可能かの検討を行った。また、データ回収後の体制を整えるた

め、4 名のアルバイトを雇用し、データを回収次第、解析できる体制を整

えた。映像の解析はデータを回収する次年本事業へ引き継ぐ。 

その他、新たに国内で調達可能な EM 機器を販売するメーカーを 2 社

（shellcatch 社とアクアサウンド社）発掘し、機種の特性や収集項目が

RFMO に合致しているかの確認を行った。 

また、遠洋トロールオブザーバーの講習会を開催し、計8名を対象に調

査に必要な専門知識と技術を指導した。 

 

１１）太平洋島嶼国持続的漁業推進緊急支援事業 
本事業実施対象国の選定にあたり、太平洋地域で我が国が入漁協定を

締結している8か国（ミクロネシア連邦、パラオ共和国、マーシャル諸島

共和国、ソロモン諸島、ナウル共和国、ツバル、フィジー共和国及びパ

プアニューギニア独立国、）について、関連団体等の意向を確認した上

で、実施対象国をパプアニューギニア独立国及びミクロネシア連邦の2か

国とした。 

上記2カ国の政府水産関連部門と協議し、パプアニューギニア独立国に

対し車両および漁具等の供与を実施した。ミクロネシア連邦には製氷機

等 2式を供与した。 

また、各国との入漁協議の結果を考慮し、パプアニューギニア独立国

とミクロネシア連邦の両政府と次年度の事業実施の可能性について協議

を行った。 

 

（２）海外漁業交流の促進 

１）漁業協力協議会開催 

2025 年 7 月に中西部太平洋まぐろ類委員会（WCPFC）北小委員会が我が

国の主催により開催された。例年、この機会を捉えて「日・FFA 漁業協力

協議会」を開催し、日本と FFA 諸国及びナウル協定（PNA）諸国との今後

の協力関係のあり方と方向性について協議していたが、2025 年度は実施

しなかった。 

   

２）要人招請 

我が国漁業の実情視察、関係機関との協議及び漁業者との交流等によ

り相互理解を深めるため、カーボベルデ共和国、ミクロネシア連邦、ド

ミニカ国及びソロモン諸島の 4ヵ国から計 9名を招請した。 

 

３）漁業取極交渉の支援 
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Ⅱ 決算報告書 

 

貸借対照表 

正味財産増減計算書 

正味財産増減計算書内訳表 

キャッシュ・フロー計算書 

財務諸表に対する注記 

附属明細書 

財産目録 
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（単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　資産の部

１　流動資産

現金及び預金 580,385,352 773,970,864 △ 193,585,512

前払費用 5,884,447 5,850,414 34,033

未収収益 157,488,744 121,185,582 36,303,162

未収金 224,719,788 174,166,543 50,553,245

立替金 359,394 724,845 △ 365,451

仮払金 5,300,124 2,023,788 3,276,336

未収消費税 0 778,200 △ 778,200

貯蔵品 50,184 46,374 3,810

流動資産合計 974,188,033 1,078,746,610 △ 104,558,577

２　固定資産

（１）基本財産

預金 7,423,416 309,844,985 △ 302,421,569

投資有価証券 11,775,228,015 11,119,661,306 655,566,709

基本財産合計 11,782,651,431 11,429,506,291 353,145,140

（２）特定資産

１）貸付資金財産

貸付金 83,014,008,354 81,469,568,331 1,544,440,023

預金 1,478,509,210 476,620,500 1,001,888,710

貸倒引当金 △ 3,741,316,243 △ 683,203,067 △ 3,058,113,176

貸付資金財産合計 80,751,201,321 81,262,985,764 △ 511,784,443

２）退職給付引当資産

預金 110,870,340 96,223,504 14,646,836

投資有価証券 178,270,000 177,379,200 890,800

退職給付引当資産合計 289,140,340 273,602,704 15,537,636

３）役員退職慰労引当資産

預金 5,408,666 5,391,640 17,026

役員退職慰労引当資産計 5,408,666 5,391,640 17,026

４）管理運用財産

投資有価証券 783,161,432 638,904,450 144,256,982

管理運用財産合計 783,161,432 638,904,450 144,256,982

５）公益充実資金

預金 1,966,140 0 1,966,140

投資有価証券 23,761,726 0 23,761,726

公益充実資金合計 25,727,866 0 25,727,866

６）事務所移転積立資産

預金 815,907 2,081,264 △ 1,265,357

投資有価証券 5,165,774 29,078,090 △ 23,912,316

事務所移転積立資産合計 5,981,681 31,159,354 △ 25,177,673

特定資産合計 81,860,621,306 82,212,043,912 △ 351,422,606

（３）その他固定資産

有形固定資産 8,452,910 12,069,206 △ 3,616,296

リース資産 10,775,407 6,430,847 4,344,560

無形固定資産 1,744,491 1,025,971 718,520

敷金・保証金 89,365,858 29,322,834 60,043,024

投資有価証券 64,376,471 63,965,147 411,324

長期立替金 152,895,715 178,395,715 △ 25,500,000

その他固定資産合計 327,610,852 291,209,720 36,401,132

固定資産合計 93,970,883,589 93,932,759,923 38,123,666

資産合計 94,945,071,622 95,011,506,533 △ 66,434,911

Ⅱ　負債の部

１　流動負債

未払金 10,901,404 95,617,706 △ 84,716,302

未払費用 587,083 1,100,275 △ 513,192

未払法人税等 70,800 74,700 △ 3,900

未払消費税等 8,550,000 0 8,550,000

預り金 14,508,066 13,473,272 1,034,794

賞与引当金 40,458,519 37,633,897 2,824,622

リース債務 4,325,640 2,699,334 1,626,306

短期借入金 12,055,000,000 11,479,200,000 575,800,000

流動負債合計 12,134,401,512 11,629,799,184 504,602,328

  貸  借  対  照  表

２０２６年３月３１日現在

科　　　　　目
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（単位：円）

当年度 前年度 増減科　　　　　目

２　固定負債

退職給付引当金 318,860,400 282,458,600 36,401,800

役員退職慰労引当金 10,128,900 7,381,400 2,747,500

リース債務 6,880,610 3,945,281 2,935,329

固定負債合計 335,869,910 293,785,281 42,084,629

負債合計 12,470,271,422 11,923,584,465 546,686,957

Ⅲ 正味財産の部

１　指定正味財産

国庫補助金 69,695,423,196 70,165,984,882 △ 470,561,686

民間寄付金 97,550,000 96,860,000 690,000

指定正味財産合計 69,792,973,196 70,262,844,882 △ 469,871,686

（うち基本財産への充当額） (195,100,000) (193,720,000) (1,380,000)

（うち特定資産への充当額） (69,597,873,196) (70,069,124,882) (△471,251,686)

２　一般正味財産 12,681,827,004 12,825,077,186 △ 143,250,182

（うち基本財産への充当額） (11,587,551,431) (11,235,786,291) (351,765,140)

（うち特定資産への充当額） (11,968,199,104) (11,863,924,686) (104,274,418)

正味財産合計 82,474,800,200 83,087,922,068 △ 613,121,868

負債及び正味財産合計 94,945,071,622 95,011,506,533 △ 66,434,911
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（単位：円）

当年度 前年度 増減科　　　　　目

２　固定負債

退職給付引当金 318,860,400 282,458,600 36,401,800

役員退職慰労引当金 10,128,900 7,381,400 2,747,500

リース債務 6,880,610 3,945,281 2,935,329

固定負債合計 335,869,910 293,785,281 42,084,629

負債合計 12,470,271,422 11,923,584,465 546,686,957

Ⅲ 正味財産の部

１　指定正味財産

国庫補助金 69,695,423,196 70,165,984,882 △ 470,561,686

民間寄付金 97,550,000 96,860,000 690,000

指定正味財産合計 69,792,973,196 70,262,844,882 △ 469,871,686

（うち基本財産への充当額） (195,100,000) (193,720,000) (1,380,000)

（うち特定資産への充当額） (69,597,873,196) (70,069,124,882) (△471,251,686)

２　一般正味財産 12,681,827,004 12,825,077,186 △ 143,250,182

（うち基本財産への充当額） (11,587,551,431) (11,235,786,291) (351,765,140)

（うち特定資産への充当額） (11,968,199,104) (11,863,924,686) (104,274,418)

正味財産合計 82,474,800,200 83,087,922,068 △ 613,121,868

負債及び正味財産合計 94,945,071,622 95,011,506,533 △ 66,434,911

（単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１　経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 356,192,920 323,753,642 32,439,278

特定資産運用益 26,643,385 20,062,560 6,580,825

貸付資金受取利息 837,036 175,322 661,714

退職給付引当資産受取利息 3,181,236 3,187,056 △ 5,820

役員退職慰労引当資産受取利息 17,026 792 16,234

公益充実資金受取利息 265,237 0 265,237

管理運用財産受取利息 22,284,627 16,227,699 6,056,928

事務所移転積立資産受取利息 58,223 471,691 △ 413,468

受取会費 1,230,000 1,200,000 30,000

事業収益

貸付事業収益 457,656,829 450,657,101 6,999,728

受取補助金等 1,124,647,258 1,043,544,701 81,102,557

受取国庫補助金 913,038,966 831,486,695 81,552,271

受託事業収益 210,854,292 212,058,006 △ 1,203,714

受取地方公共団体助成金 754,000 0 754,000

受取寄附金

一般受取寄附金 11,282,384 40,000 11,242,384

雑収益 4,941,453 1,258,071 3,683,382

受取利息 4,636,626 1,150,243 3,486,383

雑収益 304,827 107,828 196,999

為替差益 274,612,895 3,785,527 270,827,368

経常収益計 2,257,207,124 1,844,301,602 412,905,522

（２）経常費用

事業費 2,658,546,350 1,731,110,079 927,436,271

役員報酬 19,061,031 20,618,957 △ 1,557,926

給料手当 295,807,018 288,673,466 7,133,552
賞与引当金繰入額 30,202,865 29,862,653 340,212
役員退職慰労金 0 241,567 △ 241,567
役員退職慰労引当金繰入額 2,111,011 2,050,391 60,620

退職給付費用 29,876,400 27,443,804 2,432,596

福利厚生費 74,645,898 71,253,845 3,392,053

旅費交通費 304,835,691 276,960,430 27,875,261

資機材費 226,854,748 203,310,781 23,543,967

技術料 87,780,127 82,801,438 4,978,689

委託料 11,582,936 0 11,582,936

現地運営費 429,389,569 399,768,997 29,620,572

専門家待機費 2,082,115 3,265,655 △ 1,183,540

通信運搬費 10,246,734 11,218,699 △ 971,965

減価償却費 5,445,982 6,656,085 △ 1,210,103

消耗什器備品費 2,377,908 1,055,596 1,322,312

消耗品費 3,152,740 2,673,925 478,815

印刷製本費 1,537,899 4,979,022 △ 3,441,123

光熱水料費 1,423,103 1,537,125 △ 114,022

賃借料 48,119,775 44,490,494 3,629,281

諸謝金 26,088,486 27,261,622 △ 1,173,136

支払利息 99,962,046 51,060,164 48,901,882

租税公課 13,593,993 6,767,566 6,826,427

会議費 1,728,640 3,485,883 △ 1,757,243

雑費 19,679,883 24,360,696 △ 4,680,813

貸倒引当金繰入額 910,958,468 27,721,523 883,236,945

為替差損 1,284 111,589,695 △ 111,588,411

管理費 142,606,664 141,276,389 1,330,275

役員報酬 11,651,809 9,941,633 1,710,176

給料手当 63,825,531 57,310,645 6,514,886

賞与引当金繰入額 10,255,654 7,771,244 2,484,410

正味財産増減計算書

２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日まで

科　　　　　目
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（単位：円）

当年度 前年度 増減科　　　　　目
役員退職慰労金 0 58,033 △ 58,033
役員退職慰労引当金繰入額 636,489 408,509 227,980

退職給付費用 9,178,100 6,628,296 2,549,804

福利厚生費 11,910,105 10,812,893 1,097,212

旅費交通費 1,560,975 2,046,168 △ 485,193

通信運搬費 277,239 322,017 △ 44,778

減価償却費 1,584,933 1,809,579 △ 224,646

消耗什器備品費 410,485 331,844 78,641

消耗品費 991,469 1,179,015 △ 187,546

印刷製本費 108,801 200,563 △ 91,762

光熱水料費 332,297 344,277 △ 11,980

賃借料 9,719,059 9,413,292 305,767

保険料 12,000 12,000 0

諸謝金 4,422,281 3,519,789 902,492

支払利息 0 45,716 △ 45,716

租税公課 33,358 47,374 △ 14,016

会議費 372,020 58,942 313,078

雑費 15,020,951 21,439,702 △ 6,418,751

為替差損 303,108 7,574,858 △ 7,271,750

経常費用計 2,801,153,014 1,872,386,468 928,766,546

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 543,945,890 △ 28,084,866 △ 515,861,024

基本財産評価損益等 356,466,505 △ 315,820,608 672,287,113

特定資産評価損益等 44,955,128 5,166,173 39,788,955

投資有価証券評価損益等 △ 480,676 0 △ 480,676

評価損益等計 400,940,957 △ 310,654,435 711,595,392

当期経常増減額 △ 143,004,933 △ 338,739,301 195,734,368

２　経常外増減の部

（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0

（２）経常外費用

雑損失 14,410 49,819 △ 35,409
固定資産除却損 160,039 0 160,039
経常外費用計 174,449 49,819 124,630

当期経常外増減額 △ 174,449 △ 49,819 △ 124,630

税引前当期一般正味財産増減額 △ 143,179,382 △ 338,789,120 195,609,738

法人税、住民税及び事業税 70,800 88,000 △ 17,200

当期一般正味財産増減額 △ 143,250,182 △ 338,877,120 195,626,938

一般正味財産期首残高 12,825,077,186 13,163,954,306 △ 338,877,120

一般正味財産期末残高 12,681,827,004 12,825,077,186 △ 143,250,182

Ⅱ　指定正味財産増減の部

貸倒引当金繰入額 △ 2,147,154,708 7,704,927 △ 2,154,859,635
基本財産評価損益等 1,380,000 △ 6,240,000 7,620,000
為替差損益 1,675,903,022 △ 308,941,245 1,984,844,267

当期指定正味財産増減額 △ 469,871,686 △ 307,476,318 △ 162,395,368

指定正味財産期首残高 70,262,844,882 70,570,321,200 △ 307,476,318

指定正味財産期末残高 69,792,973,196 70,262,844,882 △ 469,871,686

Ⅲ　正味財産期末残高 82,474,800,200 83,087,922,068 △ 613,121,868
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（単位：円）

当年度 前年度 増減科　　　　　目
役員退職慰労金 0 58,033 △ 58,033
役員退職慰労引当金繰入額 636,489 408,509 227,980

退職給付費用 9,178,100 6,628,296 2,549,804

福利厚生費 11,910,105 10,812,893 1,097,212

旅費交通費 1,560,975 2,046,168 △ 485,193

通信運搬費 277,239 322,017 △ 44,778

減価償却費 1,584,933 1,809,579 △ 224,646

消耗什器備品費 410,485 331,844 78,641

消耗品費 991,469 1,179,015 △ 187,546

印刷製本費 108,801 200,563 △ 91,762

光熱水料費 332,297 344,277 △ 11,980

賃借料 9,719,059 9,413,292 305,767

保険料 12,000 12,000 0

諸謝金 4,422,281 3,519,789 902,492

支払利息 0 45,716 △ 45,716

租税公課 33,358 47,374 △ 14,016

会議費 372,020 58,942 313,078

雑費 15,020,951 21,439,702 △ 6,418,751

為替差損 303,108 7,574,858 △ 7,271,750

経常費用計 2,801,153,014 1,872,386,468 928,766,546

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 543,945,890 △ 28,084,866 △ 515,861,024

基本財産評価損益等 356,466,505 △ 315,820,608 672,287,113

特定資産評価損益等 44,955,128 5,166,173 39,788,955

投資有価証券評価損益等 △ 480,676 0 △ 480,676

評価損益等計 400,940,957 △ 310,654,435 711,595,392

当期経常増減額 △ 143,004,933 △ 338,739,301 195,734,368

２　経常外増減の部

（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0

（２）経常外費用

雑損失 14,410 49,819 △ 35,409
固定資産除却損 160,039 0 160,039
経常外費用計 174,449 49,819 124,630

当期経常外増減額 △ 174,449 △ 49,819 △ 124,630

税引前当期一般正味財産増減額 △ 143,179,382 △ 338,789,120 195,609,738

法人税、住民税及び事業税 70,800 88,000 △ 17,200

当期一般正味財産増減額 △ 143,250,182 △ 338,877,120 195,626,938

一般正味財産期首残高 12,825,077,186 13,163,954,306 △ 338,877,120

一般正味財産期末残高 12,681,827,004 12,825,077,186 △ 143,250,182

Ⅱ　指定正味財産増減の部

貸倒引当金繰入額 △ 2,147,154,708 7,704,927 △ 2,154,859,635
基本財産評価損益等 1,380,000 △ 6,240,000 7,620,000
為替差損益 1,675,903,022 △ 308,941,245 1,984,844,267

当期指定正味財産増減額 △ 469,871,686 △ 307,476,318 △ 162,395,368

指定正味財産期首残高 70,262,844,882 70,570,321,200 △ 307,476,318

指定正味財産期末残高 69,792,973,196 70,262,844,882 △ 469,871,686

Ⅲ　正味財産期末残高 82,474,800,200 83,087,922,068 △ 613,121,868

（単位：円）

公益目的事業会計 収益事業等会計

海外漁業協力事業 職員福利厚生事業

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１　経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 4,813,150 351,379,770 356,192,920

特定資産運用益 1,102,273 25,541,112 26,643,385

貸付資金受取利息 837,036 0 837,036

退職給付引当資産受取利息 3,181,236 3,181,236

役員退職慰労引当資産受取利息 17,026 17,026

管理運用財産受取利息 22,284,627 22,284,627

公益充実資金受取利息 265,237 265,237

事務所移転積立資産受取利息 58,223 58,223

受取会費 1,230,000 1,230,000

事業収益

貸付事業収益 457,656,829 457,656,829

受取補助金等 1,123,893,258 754,000 1,124,647,258

受取国庫補助金 913,038,966 913,038,966

受託事業収益 210,854,292 210,854,292

受取地方公共団体助成金 754,000 754,000

受取寄附金 11,282,384 11,282,384

一般受取寄附金 11,282,384 11,282,384

雑収益 93,312 36,070 4,812,071 4,941,453

受取利息 197 4,636,429 4,636,626
雑収益 93,115 36,070 175,642 304,827

為替差益 258,231,447 16,381,448 274,612,895

経常収益計 1,858,302,653 36,070 398,868,401 2,257,207,124

（２）経常費用

事業費 2,658,530,888 15,462 2,658,546,350

役員報酬 19,061,031 19,061,031

給料手当 295,795,330 11,688 295,807,018

賞与引当金繰入額 30,202,744 121 30,202,865

役員退職慰労引当金繰入額 2,111,011 2,111,011

退職給付費用 29,876,400 29,876,400

福利厚生費 74,643,976 1,922 74,645,898

旅費交通費 304,835,691 304,835,691

資機材費 226,854,748 226,854,748

技術料 87,780,127 87,780,127

委託料 11,582,936 11,582,936

現地運営費 429,389,569 429,389,569

専門家待機費 2,082,115 2,082,115

通信運搬費 10,246,734 10,246,734

減価償却費 5,445,982 5,445,982

消耗什器備品費 2,377,908 2,377,908

消耗品費 3,152,740 3,152,740

印刷製本費 1,537,899 1,537,899

光熱水料費 1,423,103 1,423,103

賃借料 48,119,775 48,119,775

諸謝金 26,088,486 26,088,486

支払利息 99,962,046 99,962,046
租税公課 13,592,262 1,731 13,593,993
会議費 1,728,640 1,728,640
雑費 19,679,883 19,679,883
貸倒引当金繰入額 910,958,468 910,958,468
為替差損 1,284 1,284

管理費 142,606,664 142,606,664

役員報酬 11,651,809 11,651,809

給料手当 63,825,531 63,825,531
賞与引当金繰入額 10,255,654 10,255,654
役員退職慰労引当金繰入額 636,489 636,489

退職給付費用 9,178,100 9,178,100

福利厚生費 11,910,105 11,910,105

旅費交通費 1,560,975 1,560,975

通信運搬費 277,239 277,239

減価償却費 1,584,933 1,584,933

消耗什器備品費 410,485 410,485

消耗品費 991,469 991,469

印刷製本費 108,801 108,801

光熱水料費 332,297 332,297

正味財産増減計算書内訳表

２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日まで

科　　　　　目 法人会計 合計
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（単位：円）

公益目的事業会計 収益事業等会計

海外漁業協力事業 職員福利厚生事業
科　　　　　目 法人会計 合計

賃借料 9,719,059 9,719,059

保険料 12,000 12,000

諸謝金 4,422,281 4,422,281

租税公課 33,358 33,358

会議費 372,020 372,020

雑費 15,020,951 15,020,951

為替差損 303,108 303,108

経常費用計 2,658,530,888 15,462 142,606,664 2,801,153,014

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 800,228,235 20,608 256,261,737 △ 543,945,890
為替差損益 0
基本財産評価損益等 0 0 356,466,505 356,466,505

特定資産評価損益等 0 0 44,955,128 44,955,128

投資有価証券評価損益等 0 0 △ 480,676 △ 480,676
評価損益等計 0 0 400,940,957 400,940,957
当期経常増減額 △ 800,228,235 20,608 657,202,694 △ 143,004,933

２　経常外増減の部

（１）経常外収益 0

経常外収益計 0 0 0 0

（２）経常外費用
雑損失 0 0 14,410 14,410
固定資産除却損 160,039 0 0 160,039
経常外費用計 160,039 0 14,410 174,449

当期経常外増減額 △ 160,039 0 △ 14,410 △ 174,449
他会計振替額 9,890 △ 9,890 0 0

税引前当期一般正味財産増減額 △ 800,378,384 10,718 657,188,284 △ 143,179,382

法人税、住民税及び事業税 0 70,800 0 70,800

当期一般正味財産増減額 △ 800,378,384 △ 60,082 657,188,284 △ 143,250,182

一般正味財産期首残高 △ 253,386,730 △ 267,587 13,078,731,503 12,825,077,186

一般正味財産期末残高 △ 1,053,765,114 △ 327,669 13,735,919,787 12,681,827,004

Ⅱ　指定正味財産増減の部

貸倒引当金繰入額 △ 2,147,154,708 0 0 △ 2,147,154,708

基本財産評価損益等 1,380,000 0 0 1,380,000

為替差損益 1,675,903,022 0 0 1,675,903,022

当期指定正味財産増減額 △ 469,871,686 0 0 △ 469,871,686

指定正味財産期首残高 70,262,844,882 0 0 70,262,844,882

指定正味財産期末残高 69,792,973,196 0 0 69,792,973,196

Ⅲ　正味財産期末残高 68,739,208,082 △ 327,669 13,735,919,787 82,474,800,200
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（単位：円）

公益目的事業会計 収益事業等会計

海外漁業協力事業 職員福利厚生事業
科　　　　　目 法人会計 合計

賃借料 9,719,059 9,719,059

保険料 12,000 12,000

諸謝金 4,422,281 4,422,281

租税公課 33,358 33,358

会議費 372,020 372,020

雑費 15,020,951 15,020,951

為替差損 303,108 303,108

経常費用計 2,658,530,888 15,462 142,606,664 2,801,153,014

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 800,228,235 20,608 256,261,737 △ 543,945,890
為替差損益 0
基本財産評価損益等 0 0 356,466,505 356,466,505

特定資産評価損益等 0 0 44,955,128 44,955,128

投資有価証券評価損益等 0 0 △ 480,676 △ 480,676
評価損益等計 0 0 400,940,957 400,940,957
当期経常増減額 △ 800,228,235 20,608 657,202,694 △ 143,004,933

２　経常外増減の部

（１）経常外収益 0

経常外収益計 0 0 0 0

（２）経常外費用
雑損失 0 0 14,410 14,410
固定資産除却損 160,039 0 0 160,039
経常外費用計 160,039 0 14,410 174,449

当期経常外増減額 △ 160,039 0 △ 14,410 △ 174,449
他会計振替額 9,890 △ 9,890 0 0

税引前当期一般正味財産増減額 △ 800,378,384 10,718 657,188,284 △ 143,179,382

法人税、住民税及び事業税 0 70,800 0 70,800

当期一般正味財産増減額 △ 800,378,384 △ 60,082 657,188,284 △ 143,250,182

一般正味財産期首残高 △ 253,386,730 △ 267,587 13,078,731,503 12,825,077,186

一般正味財産期末残高 △ 1,053,765,114 △ 327,669 13,735,919,787 12,681,827,004

Ⅱ　指定正味財産増減の部

貸倒引当金繰入額 △ 2,147,154,708 0 0 △ 2,147,154,708

基本財産評価損益等 1,380,000 0 0 1,380,000

為替差損益 1,675,903,022 0 0 1,675,903,022

当期指定正味財産増減額 △ 469,871,686 0 0 △ 469,871,686

指定正味財産期首残高 70,262,844,882 0 0 70,262,844,882

指定正味財産期末残高 69,792,973,196 0 0 69,792,973,196

Ⅲ　正味財産期末残高 68,739,208,082 △ 327,669 13,735,919,787 82,474,800,200

(単位：円）
科　　　　　　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ  事業活動によるキャッシュ・フロー

　１．税引前当期一般正味財産増減額 ▲ 143,179,382 ▲ 338,789,120 195,609,738

　2．キャッシュ・フローへの調整額

　　減価償却費 7,030,915 8,465,664 ▲ 1,434,749

　　固定資産除却損 160,039 0 160,039

　　退職給付引当金の増減額 36,401,800 ▲ 75,203,700 111,605,500

　　役員退職慰労引当金の増減額 2,747,500 ▲ 5,290,800 8,038,300

　　貸倒引当金の増減額 910,958,468 27,721,523 883,236,945

　　賞与引当金の増減額 2,824,622 1,955,667 868,955

　　基本財産運用益 ▲ 356,192,920 ▲ 323,753,642 ▲ 32,439,278

　　特定資産運用益 ▲ 26,643,385 ▲ 20,062,560 ▲ 6,580,825

　　受取利息 ▲ 4,636,626 ▲ 1,150,243 ▲ 3,486,383

　　支払利息 99,962,046 51,105,880 48,856,166

　　為替差損益 ▲ 274,308,503 115,379,026 ▲ 389,687,529

　　評価損益等 ▲ 400,940,957 310,654,435 ▲ 711,595,392

　　前払費用・立替金・仮払金の増減額 ▲ 2,944,918 520,096 ▲ 3,465,014

　　未収金・未収収益の増減額 ▲ 50,553,245 48,226,749 ▲ 98,779,994

　　未収消費税の増減額 778,200 ▲ 778,200 1,556,400

　　貯蔵品の増減額 ▲ 3,810 15,452 ▲ 19,262

　　差入保証金の増減額 0 5,608 ▲ 5,608

　　未払金・未払費用・預り金の増減額 ▲ 83,681,508 76,593,544 ▲ 160,275,052

　　未払消費税等の増減額 8,550,000 ▲ 7,543,200 16,093,200

　小計 ▲ 273,671,664 ▲ 131,927,821 ▲ 141,743,843

　　利息及び配当金の受取額 343,010,207 333,251,863 9,758,344

　　利息の支払額 ▲ 100,475,238 ▲ 50,005,605 ▲ 50,469,633

　　法人税等の支払額 ▲ 74,700 ▲ 83,300 8,600

　　　　　　事業活動によるキャッシュ・フロー ▲ 31,211,395 151,235,137 ▲ 182,446,532

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー

　１．投資活動収入

　　基本財産取崩収入 24,611,769 0 24,611,769

　　貸付資金財産取崩収入 262,800,000 109,200,000 153,600,000

　　退職給付引当資産取崩収入 86,033,616 24,693,600 61,340,016

　　役員退職慰労引当資産取崩収入 0 8,049,300 ▲ 8,049,300

　　事務所移転積立資産取崩収入 25,727,866 0 25,727,866

　　長期立替金回収収入 25,500,000 33,433,032 ▲ 7,933,032

　　有価証券償還収入 0 265,479,679 ▲ 265,479,679

          投資活動収入計 424,673,251 440,855,611 ▲ 16,182,360

　２．投資活動支出

　　貸付資金財産支出 875,000,000 3,733,000,000 ▲ 2,858,000,000

　　退職給付引当資産支出 100,629,216 5,496,000 95,133,216

　　役員退職慰労引当資産支出 0 12,000,000 ▲ 12,000,000

　　管理運用財産支出 96,970,000 99,974,205 ▲ 3,004,205

　　事務所移転積立資産支出 564,693 475,600 89,093

　　公益充実資金積立資産支出 25,727,866 0 25,727,866

　　固定資産取得による支出 61,249,162 1,490,710 59,758,452

　　有価証券取得による支出 0 330,691,679 ▲ 330,691,679

          投資活動支出計 1,160,140,937 4,183,128,194 ▲ 3,022,987,257

　　　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 735,467,686 ▲ 3,742,272,583 3,006,804,897

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー

　１．財務活動収入

　　借入金収入 137,864,200,000 113,857,400,000 24,006,800,000

          財務活動収入計 137,864,200,000 113,857,400,000 24,006,800,000

　２．財務活動支出

　　借入金返済支出 137,288,400,000 110,197,200,000 27,091,200,000

　　リース債務の返済による支出 2,869,965 2,630,762 239,203

          財務活動支出計 137,291,269,965 110,199,830,762 27,091,439,203

　　　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 572,930,035 3,657,569,238 ▲ 3,084,639,203

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 163,534 143,662 19,872

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額 ▲ 193,585,512 66,675,454 ▲ 260,260,966

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 773,970,864 707,295,410 66,675,454

Ⅶ現金及び現金同等物の期末残高 580,385,352 773,970,864 ▲ 193,585,512

キャッシュ・フロー計算書

2025年4月1日から 2026年3月31日まで
(単位：円）

科　　　　　　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ  事業活動によるキャッシュ・フロー

　１．税引前当期一般正味財産増減額 ▲ 143,179,382 ▲ 338,789,120 195,609,738

　2．キャッシュ・フローへの調整額

　　減価償却費 7,030,915 8,465,664 ▲ 1,434,749

　　固定資産除却損 160,039 0 160,039

　　退職給付引当金の増減額 36,401,800 ▲ 75,203,700 111,605,500

　　役員退職慰労引当金の増減額 2,747,500 ▲ 5,290,800 8,038,300

　　貸倒引当金の増減額 910,958,468 27,721,523 883,236,945

　　賞与引当金の増減額 2,824,622 1,955,667 868,955

　　基本財産運用益 ▲ 356,192,920 ▲ 323,753,642 ▲ 32,439,278

　　特定資産運用益 ▲ 26,643,385 ▲ 20,062,560 ▲ 6,580,825

　　受取利息 ▲ 4,636,626 ▲ 1,150,243 ▲ 3,486,383

　　支払利息 99,962,046 51,105,880 48,856,166

　　為替差損益 ▲ 274,308,503 115,379,026 ▲ 389,687,529

　　評価損益等 ▲ 400,940,957 310,654,435 ▲ 711,595,392

　　前払費用・立替金・仮払金の増減額 ▲ 2,944,918 520,096 ▲ 3,465,014

　　未収金・未収収益の増減額 ▲ 50,553,245 48,226,749 ▲ 98,779,994

　　未収消費税の増減額 778,200 ▲ 778,200 1,556,400

　　貯蔵品の増減額 ▲ 3,810 15,452 ▲ 19,262

　　差入保証金の増減額 0 5,608 ▲ 5,608

　　未払金・未払費用・預り金の増減額 ▲ 83,681,508 76,593,544 ▲ 160,275,052

　　未払消費税等の増減額 8,550,000 ▲ 7,543,200 16,093,200

　小計 ▲ 273,671,664 ▲ 131,927,821 ▲ 141,743,843

　　利息及び配当金の受取額 343,010,207 333,251,863 9,758,344

　　利息の支払額 ▲ 100,475,238 ▲ 50,005,605 ▲ 50,469,633

　　法人税等の支払額 ▲ 74,700 ▲ 83,300 8,600

　　　　　　事業活動によるキャッシュ・フロー ▲ 31,211,395 151,235,137 ▲ 182,446,532

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー

　１．投資活動収入

　　基本財産取崩収入 24,611,769 0 24,611,769

　　貸付資金財産取崩収入 262,800,000 109,200,000 153,600,000

　　退職給付引当資産取崩収入 86,033,616 24,693,600 61,340,016

　　役員退職慰労引当資産取崩収入 0 8,049,300 ▲ 8,049,300

　　事務所移転積立資産取崩収入 25,727,866 0 25,727,866

　　長期立替金回収収入 25,500,000 33,433,032 ▲ 7,933,032

　　有価証券償還収入 0 265,479,679 ▲ 265,479,679

          投資活動収入計 424,673,251 440,855,611 ▲ 16,182,360

　２．投資活動支出

　　貸付資金財産支出 875,000,000 3,733,000,000 ▲ 2,858,000,000

　　退職給付引当資産支出 100,629,216 5,496,000 95,133,216

　　役員退職慰労引当資産支出 0 12,000,000 ▲ 12,000,000

　　管理運用財産支出 96,970,000 99,974,205 ▲ 3,004,205

　　事務所移転積立資産支出 564,693 475,600 89,093

　　公益充実資金積立資産支出 25,727,866 0 25,727,866

　　固定資産取得による支出 61,249,162 1,490,710 59,758,452

　　有価証券取得による支出 0 330,691,679 ▲ 330,691,679

          投資活動支出計 1,160,140,937 4,183,128,194 ▲ 3,022,987,257

　　　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 735,467,686 ▲ 3,742,272,583 3,006,804,897

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー

　１．財務活動収入

　　借入金収入 137,864,200,000 113,857,400,000 24,006,800,000

          財務活動収入計 137,864,200,000 113,857,400,000 24,006,800,000

　２．財務活動支出

　　借入金返済支出 137,288,400,000 110,197,200,000 27,091,200,000

　　リース債務の返済による支出 2,869,965 2,630,762 239,203

          財務活動支出計 137,291,269,965 110,199,830,762 27,091,439,203

　　　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 572,930,035 3,657,569,238 ▲ 3,084,639,203

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 163,534 143,662 19,872

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額 ▲ 193,585,512 66,675,454 ▲ 260,260,966

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 773,970,864 707,295,410 66,675,454

Ⅶ現金及び現金同等物の期末残高 580,385,352 773,970,864 ▲ 193,585,512

キャッシュ・フロー計算書

2025年4月1日から 2026年3月31日まで
(単位：円）

科　　　　　　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ  事業活動によるキャッシュ・フロー

　１．税引前当期一般正味財産増減額 ▲ 143,179,382 ▲ 338,789,120 195,609,738

　2．キャッシュ・フローへの調整額

　　減価償却費 7,030,915 8,465,664 ▲ 1,434,749

　　固定資産除却損 160,039 0 160,039

　　退職給付引当金の増減額 36,401,800 ▲ 75,203,700 111,605,500

　　役員退職慰労引当金の増減額 2,747,500 ▲ 5,290,800 8,038,300

　　貸倒引当金の増減額 910,958,468 27,721,523 883,236,945

　　賞与引当金の増減額 2,824,622 1,955,667 868,955

　　基本財産運用益 ▲ 356,192,920 ▲ 323,753,642 ▲ 32,439,278

　　特定資産運用益 ▲ 26,643,385 ▲ 20,062,560 ▲ 6,580,825

　　受取利息 ▲ 4,636,626 ▲ 1,150,243 ▲ 3,486,383

　　支払利息 99,962,046 51,105,880 48,856,166

　　為替差損益 ▲ 274,308,503 115,379,026 ▲ 389,687,529

　　評価損益等 ▲ 400,940,957 310,654,435 ▲ 711,595,392

　　前払費用・立替金・仮払金の増減額 ▲ 2,944,918 520,096 ▲ 3,465,014

　　未収金・未収収益の増減額 ▲ 50,553,245 48,226,749 ▲ 98,779,994

　　未収消費税の増減額 778,200 ▲ 778,200 1,556,400

　　貯蔵品の増減額 ▲ 3,810 15,452 ▲ 19,262

　　差入保証金の増減額 0 5,608 ▲ 5,608

　　未払金・未払費用・預り金の増減額 ▲ 83,681,508 76,593,544 ▲ 160,275,052

　　未払消費税等の増減額 8,550,000 ▲ 7,543,200 16,093,200

　小計 ▲ 273,671,664 ▲ 131,927,821 ▲ 141,743,843

　　利息及び配当金の受取額 343,010,207 333,251,863 9,758,344

　　利息の支払額 ▲ 100,475,238 ▲ 50,005,605 ▲ 50,469,633

　　法人税等の支払額 ▲ 74,700 ▲ 83,300 8,600

　　　　　　事業活動によるキャッシュ・フロー ▲ 31,211,395 151,235,137 ▲ 182,446,532

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー

　１．投資活動収入

　　基本財産取崩収入 24,611,769 0 24,611,769

　　貸付資金財産取崩収入 262,800,000 109,200,000 153,600,000

　　退職給付引当資産取崩収入 86,033,616 24,693,600 61,340,016

　　役員退職慰労引当資産取崩収入 0 8,049,300 ▲ 8,049,300

　　事務所移転積立資産取崩収入 25,727,866 0 25,727,866

　　長期立替金回収収入 25,500,000 33,433,032 ▲ 7,933,032

　　有価証券償還収入 0 265,479,679 ▲ 265,479,679

          投資活動収入計 424,673,251 440,855,611 ▲ 16,182,360

　２．投資活動支出

　　貸付資金財産支出 875,000,000 3,733,000,000 ▲ 2,858,000,000

　　退職給付引当資産支出 100,629,216 5,496,000 95,133,216

　　役員退職慰労引当資産支出 0 12,000,000 ▲ 12,000,000

　　管理運用財産支出 96,970,000 99,974,205 ▲ 3,004,205

　　事務所移転積立資産支出 564,693 475,600 89,093

　　公益充実資金積立資産支出 25,727,866 0 25,727,866

　　固定資産取得による支出 61,249,162 1,490,710 59,758,452

　　有価証券取得による支出 0 330,691,679 ▲ 330,691,679

          投資活動支出計 1,160,140,937 4,183,128,194 ▲ 3,022,987,257

　　　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 735,467,686 ▲ 3,742,272,583 3,006,804,897

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー

　１．財務活動収入

　　借入金収入 137,864,200,000 113,857,400,000 24,006,800,000

          財務活動収入計 137,864,200,000 113,857,400,000 24,006,800,000

　２．財務活動支出

　　借入金返済支出 137,288,400,000 110,197,200,000 27,091,200,000

　　リース債務の返済による支出 2,869,965 2,630,762 239,203

          財務活動支出計 137,291,269,965 110,199,830,762 27,091,439,203

　　　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 572,930,035 3,657,569,238 ▲ 3,084,639,203

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 163,534 143,662 19,872

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額 ▲ 193,585,512 66,675,454 ▲ 260,260,966

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 773,970,864 707,295,410 66,675,454

Ⅶ現金及び現金同等物の期末残高 580,385,352 773,970,864 ▲ 193,585,512

キャッシュ・フロー計算書

2025年4月1日から 2026年3月31日まで
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財務諸表に対する注記

１　重要な会計方針

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

　個別法による原価法を採用している。

（２）有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券以外の有価証券

　　決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額は正味財産増減額として処理し売却原価は移動平均法により算出）を採用している。

　　なお、取得価額と額面金額との差額が金利の調整と認められる債券については、償却原価法により原価を算定している。

（３）固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産を除く）：定額法を採用している。

②　リース資産：所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産についてはリース期間を耐用年数として、残存価額をゼロとする

　定額法を採用している。

③　無形固定資産：定額法を採用している。

（４）引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　　貸付金の貸倒損失に備えるため、当財団で定めている償却及び引当基準により、自己査定による区分及び債権の分類に応じて

　算定された金額としている。

②　賞与引当金

　　職員等に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

③　退職給付引当金

　　職員等の退職金支給に備えるため、期末在籍者の自己都合による期末退職給与の要支給額を基礎として計算した金額を計上し

 ている。

④　役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

（５）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。

（６）ヘッジ会計処理の方法

①　ヘッジ会計の方法

　　振当処理の要件を満たしている通貨スワップについては振当処理を採用している。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段：通貨スワップ

　　ヘッジ対象：外貨建貸付

③　ヘッジ方針

　　為替相場の変動によるリスクを回避することを目的とし、投機的な取引は行わない方針である。

④　ヘッジ有効性の評価

　　通貨スワップについては、振当処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略している。

（７）消費税の会計処理

　消費税は税込み方式を採用している。
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財務諸表に対する注記

１　重要な会計方針

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

　個別法による原価法を採用している。

（２）有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券以外の有価証券

　　決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額は正味財産増減額として処理し売却原価は移動平均法により算出）を採用している。

　　なお、取得価額と額面金額との差額が金利の調整と認められる債券については、償却原価法により原価を算定している。

（３）固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産を除く）：定額法を採用している。

②　リース資産：所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産についてはリース期間を耐用年数として、残存価額をゼロとする

　定額法を採用している。

③　無形固定資産：定額法を採用している。

（４）引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　　貸付金の貸倒損失に備えるため、当財団で定めている償却及び引当基準により、自己査定による区分及び債権の分類に応じて

　算定された金額としている。

②　賞与引当金

　　職員等に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

③　退職給付引当金

　　職員等の退職金支給に備えるため、期末在籍者の自己都合による期末退職給与の要支給額を基礎として計算した金額を計上し

 ている。

④　役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

（５）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。

（６）ヘッジ会計処理の方法

①　ヘッジ会計の方法

　　振当処理の要件を満たしている通貨スワップについては振当処理を採用している。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段：通貨スワップ

　　ヘッジ対象：外貨建貸付

③　ヘッジ方針

　　為替相場の変動によるリスクを回避することを目的とし、投機的な取引は行わない方針である。

④　ヘッジ有効性の評価

　　通貨スワップについては、振当処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略している。

（７）消費税の会計処理

　消費税は税込み方式を採用している。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

預金 309,844,985 1,601,800,000 1,904,221,569 7,423,416

投資有価証券 11,119,661,306 3,945,832,219 3,290,265,510 11,775,228,015

11,429,506,291 5,547,632,219 5,194,487,079 11,782,651,431

特定資産

　１）貸付資金財産

貸付金 81,469,568,331 32,660,594,291 31,116,154,268 83,014,008,354

預金 476,620,500 3,143,005,000 2,141,116,290 1,478,509,210

貸倒引当金 △ 683,203,067 683,203,067 3,741,316,243 △ 3,741,316,243

81,262,985,764 36,486,802,358 36,998,586,801 80,751,201,321

　２）退職給付引当資産

預金 96,223,504 114,614,020 99,967,184 110,870,340

投資有価証券 177,379,200 11,628,000 10,737,200 178,270,000

273,602,704 126,242,020 110,704,384 289,140,340

　３）役員退職慰労引当資産

預金 5,391,640 5,017,026 5,000,000 5,408,666

5,391,640 5,017,026 5,000,000 5,408,666

　４）管理運用財産

投資有価証券 638,904,450 195,228,738 50,971,756 783,161,432

638,904,450 195,228,738 50,971,756 783,161,432

　５）公益充実資金

預金 0 1,966,140 0 1,966,140

投資有価証券 0 23,761,726 0 23,761,726

計 0 25,727,866 0 25,727,866

　６）事務所移転積立資産

預金 2,081,264 29,636,693 30,902,050 815,907

投資有価証券 29,078,090 28,935,910 52,848,226 5,165,774

31,159,354 58,572,603 83,750,276 5,981,681

82,212,043,912 36,897,590,611 37,249,013,217 81,860,621,306

93,641,550,203 42,445,222,830 42,443,500,296 93,643,272,737

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち、負債等に対

応する額）

基本財産

預金 7,423,416 － (7,423,416) －

投資有価証券 11,775,228,015 (195,100,000) (11,580,128,015) －

11,782,651,431 (195,100,000) (11,587,551,431) (0)

特定資産

　１）貸付資金財産

貸付金 83,014,008,354 (70,807,882,791) (12,206,125,563) －

預金 1,478,509,210 (1,478,509,210) － －

貸倒引当金 △ 3,741,316,243 (△ 2,688,518,805) (△1,052,797,438) －

80,751,201,321 (69,597,873,196) (11,153,328,125) (0)

　２）退職給付引当資産

預金 110,870,340 － － (110,870,340)

投資有価証券 178,270,000 － － (178,270,000)

289,140,340 (0) (0) (289,140,340)

　３）役員退職慰労引当資産

預金 5,408,666 － (5,408,666)

5,408,666 (0) (0) (5,408,666)

　４）管理運用財産

投資有価証券 783,161,432 － (783,161,432) －

783,161,432 (0) (783,161,432) (0)

小　　計

科　　　目

小計

計

計

計

計

計

小　　　計

合　　　計

科　　　目

計

計

計

計
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（単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち、負債等に対

応する額）

　５）公益充実資金

預金 1,966,140 － (1,966,140) －

投資有価証券 23,761,726 － (23,761,726) －

25,727,866 (0) (25,727,866) (0)

　６）事務所移転積立資産

預金 815,907 － (815,907) －

投資有価証券 5,165,774 － (5,165,774) －

5,981,681 (0) (5,981,681) (0)

81,860,621,306 (69,597,873,196) (11,968,199,104) (294,549,006)

93,643,272,737 (69,792,973,196) (23,555,750,535) (294,549,006)

４　担保に供している資産

利付国債94回(20年）他6,684,910,200円（帳簿価格）は、短期借入金の担保に供している。

５　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

19,313,700 16,225,385 3,088,315

16,062,747 16,062,744 3

28,907,405 23,542,813 5,364,592

64,283,852 55,830,942 8,452,910

14,196,600 10,605,073 3,591,527

7,431,600 247,720 7,183,880

21,628,200 10,852,793 10,775,407

11,515,160 10,250,669 1,264,491

480,000 0 480,000

11,995,160 10,250,669 1,744,491

97,907,212 76,934,404 20,972,808

６　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末 当　期 当　期 当期末 貸借対照表上

残　高 増加額 減少額 残　高 の記載区分

補助金

貸付造成費補助金 国庫 70,069,124,882 30,968,883,730 31,440,135,416 69,597,873,196 指定正味財産

振興基金造成費補助金 国庫 96,860,000 3,140,000 2,450,000 97,550,000 指定正味財産

国際漁業振興協力事業費補助金 国庫 0 913,038,966 913,038,966 0 　　  －

水産関係民間団体事業補助金 国庫 0 210,854,292 210,854,292 0 　　  －

70,165,984,882 32,095,916,988 32,566,478,674 69,695,423,196

７　資産除去債務に関する注記

　当財団は、事務所の不動産賃借契約に基づき、事務所の退去時における現状回復に係る債務を資産除去債務として認識している。

　なお、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃借契約に関連する敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的

に見積もり、そのうち当該事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっている。

　この見積もりにあたり、使用見込期間は入居から平均撤退年数等を利用している。

当年度において、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額は、0円である。

８　退職給付関係

（１）採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

（２）退職給付債務及びその内訳

（単位：円）

職員等退職給付債務 318,860,400

職員等退職給付引当金 318,860,400

（３）退職給付費用に関する事項

（単位：円）

勤務費用 39,054,500

退職給付費用 39,054,500

有形固定資産　計

計

小　　　計

計

科　　　目

合　　　計

科　　目

建物附属設備

車両運搬具

備品

合　　　計

名  称 交付者

合　　　計

備品（パソコン）

    リース資産　計

ソフトウエア

電話加入権

無形固定資産　計

備品（サーバ）
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（単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち、負債等に対

応する額）

　５）公益充実資金

預金 1,966,140 － (1,966,140) －

投資有価証券 23,761,726 － (23,761,726) －

25,727,866 (0) (25,727,866) (0)

　６）事務所移転積立資産

預金 815,907 － (815,907) －

投資有価証券 5,165,774 － (5,165,774) －

5,981,681 (0) (5,981,681) (0)

81,860,621,306 (69,597,873,196) (11,968,199,104) (294,549,006)

93,643,272,737 (69,792,973,196) (23,555,750,535) (294,549,006)

４　担保に供している資産

利付国債94回(20年）他6,684,910,200円（帳簿価格）は、短期借入金の担保に供している。

５　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

19,313,700 16,225,385 3,088,315

16,062,747 16,062,744 3

28,907,405 23,542,813 5,364,592

64,283,852 55,830,942 8,452,910

14,196,600 10,605,073 3,591,527

7,431,600 247,720 7,183,880

21,628,200 10,852,793 10,775,407

11,515,160 10,250,669 1,264,491

480,000 0 480,000

11,995,160 10,250,669 1,744,491

97,907,212 76,934,404 20,972,808

６　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末 当　期 当　期 当期末 貸借対照表上

残　高 増加額 減少額 残　高 の記載区分

補助金

貸付造成費補助金 国庫 70,069,124,882 30,968,883,730 31,440,135,416 69,597,873,196 指定正味財産

振興基金造成費補助金 国庫 96,860,000 3,140,000 2,450,000 97,550,000 指定正味財産

国際漁業振興協力事業費補助金 国庫 0 913,038,966 913,038,966 0 　　  －

水産関係民間団体事業補助金 国庫 0 210,854,292 210,854,292 0 　　  －

70,165,984,882 32,095,916,988 32,566,478,674 69,695,423,196

７　資産除去債務に関する注記

　当財団は、事務所の不動産賃借契約に基づき、事務所の退去時における現状回復に係る債務を資産除去債務として認識している。

　なお、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃借契約に関連する敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的

に見積もり、そのうち当該事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっている。

　この見積もりにあたり、使用見込期間は入居から平均撤退年数等を利用している。

当年度において、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額は、0円である。

８　退職給付関係

（１）採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

（２）退職給付債務及びその内訳

（単位：円）

職員等退職給付債務 318,860,400

職員等退職給付引当金 318,860,400

（３）退職給付費用に関する事項

（単位：円）

勤務費用 39,054,500

退職給付費用 39,054,500

有形固定資産　計

計

小　　　計

計

科　　　目

合　　　計

科　　目

建物附属設備

車両運搬具

備品

合　　　計

名  称 交付者

合　　　計

備品（パソコン）

    リース資産　計

ソフトウエア

電話加入権

無形固定資産　計

備品（サーバ）

（４）退職給付債務の計算の基礎に関する事項

退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎として計算している。

９　キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

　　　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

(単位：円）

現金預金勘定 580,385,352

預入期間が３か月を超える定期預金 0

現金及び現金同等物 580,385,352

当期末
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附属明細書

１　基本財産及び特定資産の明細

　　　基本財産及び特定資産の明細については、「財務諸表に対する注記の２ 基本財産及び特定資産の増減額

　　及びその残高」に記載しているので、内容の記載を省略する。

２　引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

貸倒引当金 683,203,067 3,058,113,176 0 0 3,741,316,243

賞与引当金 37,633,897 40,458,519 37,633,897 0 40,458,519

退職給付引当金 282,458,600 39,054,500 2,652,700 0 318,860,400

役員退職慰労引当金 7,381,400 2,747,500 0 0 10,128,900

引当金の名称 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
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附属明細書

１　基本財産及び特定資産の明細

　　　基本財産及び特定資産の明細については、「財務諸表に対する注記の２ 基本財産及び特定資産の増減額

　　及びその残高」に記載しているので、内容の記載を省略する。

２　引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

貸倒引当金 683,203,067 3,058,113,176 0 0 3,741,316,243

賞与引当金 37,633,897 40,458,519 37,633,897 0 40,458,519

退職給付引当金 282,458,600 39,054,500 2,652,700 0 318,860,400

役員退職慰労引当金 7,381,400 2,747,500 0 0 10,128,900

引当金の名称 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

流動資産

現金及び預金 580,385,352

現金　 5,768,026

現金手許保管（海外駐在員事務所他） 運転資金として使用 5,638,500

現金手許保管（本部） 同上 129,526

預金

普通預金 運転資金として使用 574,617,326

三菱UFJ銀行/虎ノ門支店 同上 308,747,494

りそな銀行/東京営業部 同上 219,690,757

りそな銀行/赤坂支店 同上 37,226,376

みずほ銀行/新橋支店 同上 1,370,247

三井住友銀行/東京公務部 同上 124,014

ゆうちょ銀行/虎ノ門支店 同上 520

ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ三菱UFJｲﾝﾍﾞｽﾀｰｻｰﾋﾞｽ銀行 国際機関の預り金 7,457,918

前払費用 5,884,447

家主 事務所賃料、共益費４月分他 4,464,812

保守契約先 ソフトウエア年間保守料 1,166,550

新聞社他 購読料他 253,085

未収収益 157,488,744

国際機関他 貸付金未収利息 89,617,834

国債第94回他 基本財産他で保有する債券等の未収利息 67,870,910

未収金 224,719,788

農林水産省 国庫補助金 142,420,966

農林水産省 受託事業 82,065,320

事業関連 旅費他 233,502

立替金   ソロモン諸島漁業海洋資源省他 通関手数料他 359,394

仮払金　 三井住友FG劣後債 経過利息他 5,300,124

貯蔵品 本部 収入印紙他 50,184

974,188,033

固定資産

　基本財産 11,782,651,431

預金 7,423,416

普通預金　りそな銀行/東京営業部 公益目的事業を行なうために必要な収益事
業等その他の業務又は活動の用に供する
財産であり、運用益を管理業務の財源とし
て使用。

投資有価証券
国債第94回他 公益目的事業を行なうために必要な収益事

業等その他の業務又は活動の用に供する
財産であり、運用益を管理業務の財源とし
て使用。但し、有価証券のうち1銘柄（額面2
億円）は公益目的保有財産として使用。

11,775,228,015

　特定資産

貸付資金財産 80,751,201,321

　貸付金 国際機関他 公益目的保有財産であり、貸付手数料、貸
付利息収入及び運用益を公益目的事業の
財源として使用。

83,014,008,354

財 　 産 　 目 　 録
２０２６年３月３１日現在

貸　借　対　照　表　科　目

流動資産合計
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（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額貸　借　対　照　表　科　目

　預金 普通預金　三菱UFJ銀行/虎ノ門支店 公益目的保有財産であり、公益目的事業の
用に供している。

1,478,509,210

　貸倒引当金 貸付金の貸倒損失に備えるための引当金 △ 3,741,316,243

退職給付引当資産 289,140,340

　預金 普通預金　三菱UFJ銀行/虎ノ門支店 職員の退職資金支払に備えるための財源 110,870,340

　投資有価証券 ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ社債第56回他 職員の退職資金支払に備えるための財源 178,270,000

役員退職慰労引当資産 5,408,666

　預金 普通預金　三菱UFJ銀行/虎ノ門支店 役員の退職資金支払に備えるための財源 5,408,666

管理運用財産 783,161,432

　投資有価証券 米国債他 公益目的事業に必要な収益事業等その他
の業務又は活動の用に供する財源

783,161,432

事務所移転積立資産 5,981,681

　預金 普通預金　三菱UFJ銀行/虎ノ門支店 事務所移転費用に備えるための財源 815,907

　投資有価証券 社債 事務所移転費用に備えるための財源 5,165,774

公益充実資金 25,727,866

　預金 普通預金　三菱UFJ銀行/虎ノ門支店 公益充実資金のために管理されている財源 1,966,140

　投資有価証券 社債 公益充実資金のために管理されている財源 23,761,726

　その他固定資産

有形固定資産 8,452,910

　建物附属設備 事務所間仕切り等 公益目的保有財産であり、公益目的事業に
81.07%、法人会計に18.93%を使用している共
有財産である。

3,088,315

　車両運搬具 海外駐在員事務所他 公益目的保有財産(公益目的事業の用に供
している）

3

　備品 スライド書庫、サーバー他 公益保有目的財産であり、公益目的事業に
76.93%、法人会計に23.07%を使用している共
有財産である。

5,364,592

リース資産 パソコン 公益保有目的財産であり、公益目的事業に
76.93%、法人会計に23.07%を使用している共
有財産である。

10,775,407

無形固定資産 1,744,491

　ソフトウェア 公益法人会計システム 公益保有目的財産であり、公益目的事業に
76.93%、法人会計に23.07%を使用している共
有財産である。

1,264,491

　電話加入権 電話施設26回線 公益保有目的財産であり、公益目的事業に
76.93%、法人会計に23.07%を使用している共
有財産である。

480,000

敷金・保証金 89,365,858

　敷金 森ビル㈱他 公益目的保有財産であり、公益目的事業に
81.07%、法人会計に18.93%を使用している共
有財産である。

89,365,858

投資有価証券 ソフトバンクG無担保社債62回 公益目的事業を行なうために必要な収益事
業等その他の業務又は活動の用に供する
財産であり、運用益を管理業務の財源とし
て使用。

64,376,471

長期立替金 (一社)責任あるまぐろ漁業推進機構 便宜置籍漁船スクラップ事業の円滑な推進
を図るため2000年度に交付した助成金に対
する国庫返納金のうち(一社)責任あるまぐろ
漁業推進機構の負担分。

152,895,715

93,970,883,589

94,945,071,622

　固定資産合計

　資産合計
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（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額貸　借　対　照　表　科　目

　預金 普通預金　三菱UFJ銀行/虎ノ門支店 公益目的保有財産であり、公益目的事業の
用に供している。

1,478,509,210

　貸倒引当金 貸付金の貸倒損失に備えるための引当金 △ 3,741,316,243

退職給付引当資産 289,140,340

　預金 普通預金　三菱UFJ銀行/虎ノ門支店 職員の退職資金支払に備えるための財源 110,870,340

　投資有価証券 ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ社債第56回他 職員の退職資金支払に備えるための財源 178,270,000

役員退職慰労引当資産 5,408,666

　預金 普通預金　三菱UFJ銀行/虎ノ門支店 役員の退職資金支払に備えるための財源 5,408,666

管理運用財産 783,161,432

　投資有価証券 米国債他 公益目的事業に必要な収益事業等その他
の業務又は活動の用に供する財源

783,161,432

事務所移転積立資産 5,981,681

　預金 普通預金　三菱UFJ銀行/虎ノ門支店 事務所移転費用に備えるための財源 815,907

　投資有価証券 社債 事務所移転費用に備えるための財源 5,165,774

公益充実資金 25,727,866

　預金 普通預金　三菱UFJ銀行/虎ノ門支店 公益充実資金のために管理されている財源 1,966,140

　投資有価証券 社債 公益充実資金のために管理されている財源 23,761,726

　その他固定資産

有形固定資産 8,452,910

　建物附属設備 事務所間仕切り等 公益目的保有財産であり、公益目的事業に
81.07%、法人会計に18.93%を使用している共
有財産である。

3,088,315

　車両運搬具 海外駐在員事務所他 公益目的保有財産(公益目的事業の用に供
している）

3

　備品 スライド書庫、サーバー他 公益保有目的財産であり、公益目的事業に
76.93%、法人会計に23.07%を使用している共
有財産である。

5,364,592

リース資産 パソコン 公益保有目的財産であり、公益目的事業に
76.93%、法人会計に23.07%を使用している共
有財産である。

10,775,407

無形固定資産 1,744,491

　ソフトウェア 公益法人会計システム 公益保有目的財産であり、公益目的事業に
76.93%、法人会計に23.07%を使用している共
有財産である。

1,264,491

　電話加入権 電話施設26回線 公益保有目的財産であり、公益目的事業に
76.93%、法人会計に23.07%を使用している共
有財産である。

480,000

敷金・保証金 89,365,858

　敷金 森ビル㈱他 公益目的保有財産であり、公益目的事業に
81.07%、法人会計に18.93%を使用している共
有財産である。

89,365,858

投資有価証券 ソフトバンクG無担保社債62回 公益目的事業を行なうために必要な収益事
業等その他の業務又は活動の用に供する
財産であり、運用益を管理業務の財源とし
て使用。

64,376,471

長期立替金 (一社)責任あるまぐろ漁業推進機構 便宜置籍漁船スクラップ事業の円滑な推進
を図るため2000年度に交付した助成金に対
する国庫返納金のうち(一社)責任あるまぐろ
漁業推進機構の負担分。

152,895,715

93,970,883,589

94,945,071,622

　固定資産合計

　資産合計

（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額貸　借　対　照　表　科　目

流動負債

未払金 10,901,404

日本年金機構 社保料 5,500,001

専門家 技術料他 218,040

理事他 非常勤役員報酬 200,000

退職職員 退職金 2,652,700

リース会社他 その他 2,330,663

未払費用 三菱UFJ銀行 未払利息 587,083

未払法人税等 港都税事務所 法人税等 70,800

未払消費税等 税務署 消費税等 8,550,000

預り金 14,508,066

芝税務署 源泉税他 1,896,436

各市区町村 住民税 1,433,600

港年金事務所 健康保険料他 163,922

普通預金　三菱UFJ銀行/虎ノ門支店 国際機関より預かり 8,372,057

フィジー政府他 その他（付加価値税返還他） 2,642,051

賞与引当金 職員等 職員等に対する賞与の支給に備えたもの 40,458,519

リース債務 リース会社 リース資産の取得に係る債務 4,325,640

短期借入金 三菱UFJ銀行 貸付 12,055,000,000

12,134,401,512

（固定負債）

退職給付引当金 職員等 職員等に対する退職金の支払に備えたもの 318,860,400

役員退職慰労引当金 役員 役員退職慰労金の支払に備えたもの 10,128,900

リース債務 リース会社 リース資産の取得に係る債務 6,880,610

335,869,910

12,470,271,422

82,474,800,200

流動負債合計

　固定負債合計

負債合計

正味財産
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Ⅲ 監査報告 
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